
　（総　則）

第１条　令和６年度津和野町水道事業会計の補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。

　（収益的収入及び支出）

第２条　令和６年度津和野町水道事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収

　益的収入及び支出の予定額を次のとおり補正する。

(科目) (既決予定額) (補正予定額) (計)

第 1 款 水道事業収益 326,607 千円 429 千円 327,036 千円

第 1 項 営業収益 154,190 千円 429 千円 154,619 千円

第 １ 款 水道事業費用 311,669 千円 7,485 千円 319,154 千円

第 1 項 営業費用 286,376 千円 7,485 千円 293,861 千円

令和６年９月６日提出

        津和野町長　下　森　博　之

議案第101 号

収　　　　　　　　　　　入

　　　令和６年度津和野町水道事業会計補正予算（第２号）

支　　　　　　　　　　　出
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津和野町水道事業会計補正予算

（第２号）

令和６年度

説明書
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（単位：千円）

1 水 道事 業 収 益 326,607 429 327,036

1 営 業 収 益 154,190 429 154,619

3 その他営業収益 421 429 850

（単位：千円）

1 水 道事 業 費 用 311,669 7,485 319,154

1 営 業 費 用 286,376 7,485 293,861

1 原水及び浄水費 38,049 645 38,694

2 配水及び給水費 41,037 6,514 47,551

3 総 係 費 57,734 326 58,060

計補正予定額

支　　　　　　　　　　　出

       款   　　 項 目 既決予定額

令 和 ６ 年 度 津 和 野 町 水 道 事 業 会 計 補 正 予 算 実 施 計 画

収　益　的　収　入　及　び　支　出

収　　　　　　　　　　　入

       款   　　 項 目 既決予定額 計補正予定額
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(単位：円)

1   業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 3,405,000

減価償却費 149,556,000

賞与等引当金の増減額(△は減少) 6,000

貸倒引当金の増減額(△は減少) 232,777

長期前受金戻入額 △ 108,438,000

受取利息及び受取配当金 0

支払利息 24,093,000

小計 68,854,777

利息及び配当金の受取額 0

利息の支払額 △ 24,093,000

業務活動によるキャッシュ・フロー 44,761,777

2 　投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 54,576,000

基金取崩しによる収入 22,462,000

基金への繰入 △ 103,000

国庫補助金による収入 10,986,000

一般会計からの繰入金による収入 68,726,000

投資活動によるキャッシュ・フロー 47,495,000

3 　財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 49,000,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 144,871,175

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 95,871,175

　資金減少額 △ 3,614,398

　資金期首残高 213,036,352

　資金期末残高 209,421,954

令 和 ６ 年 度 津 和 野 町 水 道 事 業 予 定 キ ャ ッ シ ュ ・ フ ロ ー 計 算 書

（令和６年４月１日から令和７年３月31日まで）
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(単位：円)
　　　　資　　　　　産　　　　　の　　　　　部

1 固     定     資     産
(1) 有 形 固 定 資 産
イ 土 地 34,620,380
ロ 建 物 294,086,967

減 価 償 却 累 計 額 △ 178,142,655 115,944,312
ハ 構 築 物 4,852,254,630

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,415,048,678 2,437,205,952
ニ 機 械 及 び 装 置 2,048,541,527

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,368,235,410 680,306,117
へ 工 具 ･ 器 具 及 び 備 品 667,356

減 価 償 却 累 計 額 △ 0 667,356
ト 建 設 仮 勘 定 8,715,000

有 形 固 定 資 産 合 計 3,277,459,117
(2) 投 資 そ の 他 の 資 産
イ 基 金 86,979,384

投資その他の資産合計 86,979,384
固  定  資  産  合  計 3,364,438,501

2  流     動     資     産
(1) 現 金 預 金 209,421,954
(2) 未 収 金 8,944,760

貸 倒 引 当 金 △ 1,095,229 7,849,531
流  動  資  産  合  計 217,271,485
資    産    合    計 3,581,709,986

　　　　負　　　　　債　　　　　の　　　　　部
3  固     定     負     債

(1) 企 業 債
イ 建 設 改 良 費 等 の 財 源

に充てるための企業債 1,765,814,490
固  定  負  債  合  計 1,765,814,490

4 流      動      負      債
(1) 企 業 債
イ 建 設 改 良 費 等 の 財 源

に充てるための企業債 144,871,205
(2) 未 払 金 176,246,454
(3) 引 当 金
イ 賞 与 等 引 当 金 3,784,000

引  当  金  合  計 3,784,000
(4) 預 り 金 100,000

流  動  負  債  合  計 325,001,659

5 繰      延      収      益
(1) 長 期 前 受 金 2,645,444,466

収 益 化 累 計 額 △ 1,610,638,898
繰  延  収  益  合  計 1,034,805,568
負    債    合    計 3,125,621,717

　　　　資　　　　　本　　　　　の　　　　　部
6 資      本      金

(1) 資 本 金 369,353,637
資   本   金   合   計 369,353,637

7 剰      余      金
(1) 利  益  剰  余  金
イ 減 債 積 立 金 16,303,836
ロ 当年度未処分利益剰余金 70,430,796

利 益 剰 余 金 合 計 86,734,632
剰   余   金   合   計 86,734,632
資    本    合    計 456,088,269
負  債  資  本  合  計 3,581,709,986

     令 和 ６ 年 度 津 和 野 町 水 道 事 業 予 定 貸 借 対 照 表
(令和７年３月31日)
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注記事項

Ⅰ　重要な会計方針に係る事項に関する注記

  １　固定資産（償却資産）の減価償却の方法

　 (1)　有形固定資産

　　　　・減価償却の方法

          定額法による。

        ・主な耐用年数

　　      建物　　　　　　　　　　10年～50年

　　      構築物　　　　　　　　　40年～60年

　　      機械及び装置　　　　　　10年～20年

　　　　　車両運搬具　　　　　　　 4年～ 5年

　　　　　工具・器具及び備品　　　 4年～15年

　 (2)　無形固定資産

　　　　・減価償却の方法

          定額法による。

        ・主な耐用年数

　　      施設利用権　　　　　　　　　　50年

　　      ソフトウェア　　　　　　　　　 5年

　２　引当金の計上方法

   (1)　賞与等引当金

　　　　職員の期末手当・勤勉手当及び法定福利費等の支給に備えるため、当事業年度末における支給見込

      額に基づき、当事業年度の負担に属する額を計上する。

   (2)　貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上する。

   (3)　退職給付引当金

　　　　職員の退職手当は、水道事業が毎期支出する退職手当組合に対する一般負担金を除き、一般会計が

　　　その全部を負担することとなっているため、退職給付引当金は計上していない。

  ３　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式による。

Ⅱ　予定貸借対照表等に関する注記

　１　後年度において一般会計が負担する企業債の償還に関する事項

　　　貸借対照表に計上されている企業債（当該年度末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも

    含む。）のうち一般会計が負担すると見込まれる額は784,044,503円である。

  ２　引当金取崩額

　 (1)　賞与等引当金の取崩し

　　　  当年度において期末手当及び勤勉手当の支給並びに手当の支給に伴い発生する法定福利費を支給す

      るため、賞与引当金3,778,000円を取り崩している。

Ⅲ　リース契約に関する注記

　１　リース料総額が 300万円以下のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引にかかる方

   法にかかる方法に準じた会計処理を行っている。
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